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近年，身体不活動によって生活習慣病や全死亡率が増加すること，また逆に身体活動

を増加させることによって，それらの危険率が低下することが広く知られている．しか

しながら，2013 年に発表された平成 23 年度「国民健康・栄養調査」によると，定期的

な身体活動を行っている人の割合は男女とも 3 割程度でしかない．明らかに，身体活動

について人々の行動変容を促す方策を検討することが望まれている．本研究は，身体活

動の中でも，特別に時間枠や場所を必要とする運動やスポーツではなく，生活活動量の

増強，すなわち日常生活や職業に付随する身体活動を増強させることを目的に，1）生活

活動内容の明示，2）行動変容理論・技法の適用，3）介入のアプローチ法，および 4）

介入の配信方法，という 4 要素を組み合わせた介入方略の効果を検証している． 

1 章では，本研究の背景，先行研究の動向，調査・実験の検証，および展望に分け，

本研究全体の流れを説明している．2 章においては，我が国における身体活動量の現状

と身体不活動による健康阻害について解説し，現在実施されている介入内容についての

課題を取り上げている．3 章では，本研究の目的および意義を述べ，4 章では，本研究

で取り扱う用語の定義を行っている．5 章においては，内外の関連研究について，1）

生活活動の具体的内容，2）適用されている行動変容理論・モデルおよび技法の内容，3）

介入のアプローチ法，および 4）介入の配信方法，に分けて，85 文献を対象として詳

細なレビューを行っている．5 章のレビューおよび我が国の現状をもとに，本研究では，

6 章から 7 章までに 7 つの研究を構成し，調査及び介入研究を実施している． 

6 章では，生活歩行行動，すなわち日常生活に伴う歩行行動に関する内容を収集して

いる．第 1 節（研究Ⅰ）では，生活歩行行動について 49 項目を収集し，平日に行える

行動と休日限定の行動を区別した．次に，第 2 節（研究Ⅱ）では，20 代から 60 代の男

女 350 名を対象にして，生活全般における生活歩行行動についての質問紙調査を実施

し，主因子法，プロマックス回転による因子分析により，3 因子を抽出した．第 1 因子

は，通常の生活歩行行動をさらに活動水準が高い行動に高めた行動であるために「代替
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行動」と命名した．第 2 因子は，週末など時間に余裕のある時に行える行動が含まれた

ために「余暇行動」と命名した． 後に，第 3 因子は，同じ行動を何度も頻繁に行うこ

とが含まれているために「頻回行動」と命名した．対象者の基本属性，生活状況などを

独立変数とし，3 因子の行動を従属変数として実行可能性の差を検討したところ，実行

可能性の高いグループは，代替行動で未婚者，関東在住者，BMI 25 未満，後期の行動

変容ステージ者が，次に余暇行動で 20 代から 30 代の者，未婚者，関東在住者，BMI 25

未満の者が， 後に，頻回行動で女性，40 代から 60 代の者，既婚者，無職者であるこ

とが明らかになった．第 3 節（研究Ⅲ）では，仕事内容に付随した生活歩行行動に関わ

る個人変数の違いによって実行可能性に差があるか否かを検討している．その結果，仕

事に付随する生活歩行行動では，年代，性別，労働時間，身体活動の行動変容ステージ

によって実行可能性が異なった．これらの結果から，生活活動の具体的内容を示す際に

は，代替行動，余暇行動，および頻回行動，または仕事に付随する行動それぞれについ

て，対象者の属性に適合させる必要があることがわかった．第 4 節（研究Ⅳ）では，研

究Ⅰから研究Ⅲの知見を基にして，生活歩行方略の情報を用いた介入を行い，行動への

意識による差異，すなわち生活歩行の内容を意識させる群と 10 分間の連続歩行を意識

させる群，および統制群の 3 群に分けて 2 週間の介入効果を比較している．無作為化比

較試験介入を行い，介入後の歩数変化量を算出して共分散分析を行った結果，生活歩行

群と 10 分間歩行群の間に，また生活歩行群と統制群の間に有意な差が認められ，生活

歩行群の歩数変化量が有意に高いことが示された．わが国の成人にとっては，生活活動

介入の際に提供する情報として，生活歩行を意識させる情報提供が有効であった． 

 7 章においては，生活歩行について，行動変容技法の適用と配信方法について，介入

の有効性を検討している．第 1 節（研究Ⅴ）では，生活歩行行動に行動変容技法を用い

た介入を行い，生活活動量増強における効果を検証した．3 群（行動計画群，目標設定

群，および統制群）による 3 週間の無作為化比較試験による介入を行い，介入後の歩数

の変化量について共分散分析を行った結果，群間に差は認められなかった．これらの結

果から，どの行動変容技法教授群においても，生活歩行行動を意識させる情報提供が大

きく影響し，効果に差が出なかったのではないかと考えられた．第 2 節（研究Ⅵ）では，

指導者とともにタブレット型携帯端末プログラムを用いて目標標を設定し，行動計画を

作成するテイラー化，すなわち対象者個々人における生活の特徴や好みに合わせた行動

計画づくりを行う介入プログラムを開発し，その有効性を検討している．群（テイラー

化行動計画群，統制群）による 6 週間の無作為化比較の試験介入を行い，介入後の歩数

の変化量を共分散分析によって検証した結果，テイラー化行動計画群の歩数が有意に増

加を示した．さらに，第 3 節（研究Ⅶ）では，テイラー化された生活歩行方略と行動変

容技法を用い，コンピュータを用いて行う介入プログラムを開発し，その有効性を検討

している．研究Ⅶにおけるテイラー化 PC 群は，週１回のコンピュータへのアクセスに

よって歩数記録が自動的に表示され，目標設定についてテイラー化された生活歩行の提

示された．また，行動計画の奨励文が表示され，さらには個人に合わせたフィードバッ

クメッセージが提供された．2 群（テイラー化 PC 群，統制群）による 10 週間の無作
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為化比較試験介入を行って介入後の歩数の変化量を比較した結果，テイラー化 PC 群は，

長期にわたって，生活活動量の増強に効果が見られた． 

 後に，8 章では，研究Ⅰから研究Ⅶの結果を概観し，行動変容技法の適用，アプロ

ーチ法，配信方法は重要な課題ではあるものの，欧米との生活様式の違いから，生活活

動量を増強するために用いる情報を我が国の状況に特化させること，特に生活歩行行動

における意識の持ち方を状況に適合させる必要性が強調された．以上，本研究の成果は，

今後の身体活動介入研究の発展にとって極めて重要な知見となっており，実践への活用

が期待されている． 
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 主査および副査の 3 名によって審査した結果，本研究論文は博士（人間科学）の学位

を授与するに十分値するものと認める． 

以上． 


